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ことができた。   
この合宿調査の経験を糧にして、10月からは  
各班とも、京都市内及び府内で積極的に調査を  

























































幸いである。   















教授  岡田 知弘   
第1部 都心部の地域再生  
～観光都市京都市について考える～   

Ⅰ観光振興と地域再生  

















































国   人数   
73．400   
2位   
1位   
アメリカ   
ドイツ  
58．386   
3位  ポーランド   55．097   
4位   イギリス   53．881   
5位   チェコ   39．977  
10位   日本   16，358   




匡l   人数   
73．042   
2位   
1位   フランス  
アメリカ   48．491   
3位   スペイン   46．776   
4位   イタリア   39．516   
5位   中国   27．074  
34位   オーストラリア   4．459   
35位   日本   4．438   
36位   ウクライナ   4．232   
（資料）前表に同じ   
表Ⅰ－1－3  
国  際旅行  支出ランキング（1999年）  
国   百万USドル   
1位  アメリカ   59．351   
48．495  
2位  ドイツ        イギリス   35，631  
日本   32，808   
5位  フランス  18．631   




匡Ⅰ  内   外客   
日本  93．8 6．2   
アメリカ  硝．1   20二9   
オーストラリア  78   22   
カナダ  70  30   
フランス  64．4   35．6   
（資料）前表に同  じ   表Ⅰ－1－4 
国際旅行  収入ランキング（1999年）  
匡l   盲万USドル   
1位   アメリカ●   74．8金1   
2位・  スペイン   32，497   
3位  フランス   31、，51〕7   
4位．．  イタリア   ．28．359   
5位ノ   イギリス   20．223  
31位   白木   3，428   
（資料）前  表に同じ   
表Ⅰ－1－7  
サーヒ  ●ス貿易収支に占める国  
皇位（％）   
中国  59．5   
フラ、  ノス  38．2   
アメl  ノカ   29．6   
猿匡】  27．4   
イギ  リス   19．9   
日本  5．7   
（資  料）前表に同  じ   



























単位（％）   
オーストラリア   4．5   
チリ   3．8   
ニュ⊥ジーラン   3．4   
カナダ   2．4   
アメリカ   2．2   
日本   2．2   















難しいのである。  そ轟き与払   
Z節 京都市における観光振興   

















































年次   単位（千人）   
1992   38，692   
1993   38，288   
1994   39，667   
1995   35．343   
1996   36．986   
1997   38．918   
1998   38．973   
1999   38．991   
2000   40．512   
2001   41．322  
（資料）京都市産業観光局  
『貢都市観光調査年報』各年版  






























































2001年   2000年   1999年   1998年   1997年   
総合   10．745   10．859   11．970   12．216   11．916   
日帰り   5，637   5，943   5，837   6．108   5．651   






























































2節 サービス経済化と観光、雇用  
















































図Il－2－2 第≡次麟の桝比事  
?????〓??〓???
図Il－2－1  
















































表Ⅱ－2－1 サービス産業雇用創出の例示 （単位：万人）  
分野   粟翼状  5年後  増加う｝   羊なサービス仔‖   
（D個人向け・家庭向けサービス   515  710  195  コンシェルジェサービス  
健康増進（リフレッシュ）サービス  
ライフモビリティサービス   
②社会人向け教育サービス   25   45   20  生涯教育  
③企業・団体向サービス  215  305   高度な臆彗教育         90  情報サービス  
ロジスティクス支援サービス  
人材派遣サービス   
④中古住宅関連サービス   75  130   55  不動産の評価サービス  
仲介売買サービス  
リフォームメンテナンスサービス 
（9子育てサービス   55   90   35  保育士スタッフサービス  
児童クラブサービス 学習塾サ 
ービス   
（診高齢者ケアサービス   50  100   50  公設民営ケアハウスサービス  
民間の施設介護サービス   
口〕【栗療サービス  290  345  55  多様でユーザー源屏庵＝の高いl栗療サービス   
侍）リーガルサービス   35   55   20  法曹隠棲王随挿等の広義のリーガルサービ   
（9環境サービス   25   35   10  廃棄物処理サービス  
メンテナンスサービス   
1285  1815  530  
（資料） 経済財政諮問会諸『サービス部門における雇用拡大を戦略とする経済の活性化に関する専門調査会緊急報告』  








































移行しやすい業種だとも言えるだろう。   
だが、ここで考えなくてはいけないことは、このよ   











図lト2－3 耕同の雇用者数比較（斗位％）  
0  1  2   3   4   5   6   7   
（資料）国土交通省『わが国における旅行消費の経  



































化を起こしてきたことを改めて認識する必要がある。   
つまり、観光産業が雇用拡大におけるブレークスル  
ーとなるには、情報や知識という側面からの新しいビ  






























そ ため、観光産業を軸に京都経済の活性化を進める  
ことができると考えられている。  














図Ⅱ－3－1観光客数の変化   
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く38000  







































地域内生産比（％）  地域内就業者比（％）   
北海道   5．ヰ   4．8   
札幌市   5．6   4．4   
大阪府   3．†  
京都市   10．3   13．1   
兵庫県   ヰ．1   7．1   
沖縄県   13．5   14．1   
全国   5．7   8．3   
大  阪府の就業者は統計がないため空欄   
（資料）国土交通省『観光自暮』平成14年鹿版  






















人当たりの消費額が減ることとなる。その影響を特に   























































な強みとして最近知られているものに多能工制という   
19939ヰ 95 96 97 9日 99208D20Dl（年〉   
（－一般を100としたときのパート労働者の賃金）  




























































観光肖費額  表Ⅱ－3－4   一人当たり観光消費額  
日帰り宅：  宿泊写  
2001年（円）  2000年（円）  対前年比（％  2001年（円）  2000年（円）  対前年比（％）   
総合   5637   5943   94．9   26．920   27，079   9 ．4   
市内交通頁   829   1‘．200   69．1   2，797   3．062   91．3   
みやげ品代   1672   1．505   111．1   5，397   5．402   99．9   
食事代   1941   2，284   85   5．596   5．380   104   
宿泊代  9，520   9，630   98．9   
その他経費   11g5   954   125．3   3，610   3，605   100．1   
（資料）『京都市観光調     至年報』   
16   
げることができ、観光産業の発展と共に京都市の発展  












































5）『京都市観光調査年幸鮎2001年版参照。   
17  
Ⅲ 交通から考える京都再生  





































1節 観光と交通の関係・京都市の交通について  
［1］ 交通と観光の関係   
なぜ「観光振興」において交通システムが重要なの  
















































































































































































数回答可）。   
図』－1－1  
京♯に対する観光客の評靡  
（「わるいjと評■したもの）   











行事   
文化財  
名所旧跡  
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観光客の京都までの利用交通手段（2000年）   
観光客のノ  克蝕までの利用交通手   段  （  単位：万人）  
JR（国鉄）  私鉄   バス  重用重  ・■   
19（；1年   1．043   422   259   48  1．772   
1965年   978   647   413   150  2188   
1970年   1．094  1．033   568   了00  3．395   
1975ゴ笠   1．140  1．392   378   895  3805   
1980年   860  1．274   45¢  1．218  3．808   
1985年   787  1．122   356  1，568  3，833   
1990年   1．029  1097   376  1．583  4．085   
1995年   1．021   965   308  1．240  3．534   
2000年   1．3ヰ7  1119   365  1220  4．051   
（資料）『京都市観光年報』各年版  
囲Ⅲ－1－2  
万人  観光客の京療までの利用交通手段  
???????? ???? ??????????? ?


















































22   








されている。   
京都市の自動車総数は2000年時点で約58万台、う  
ちマイカー（自家用乗用車＋軽自動車、つまりは乗用  
車）は83．8％を占めている（図Ⅲ－1－4参照）。   
この増加に伴って道路の占有率も高まった。このよ  
うな状況のもとで様々な問題が発生している。タクシ  

















ている。   
そして3つ目は、交通渋滞である。これまでに何度  
も述べたように、多くの道路で慢性的な渋滞が発生し  




図Ⅲ－1－4   
自動車台数（京都市）  
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0  10  20  30  
短・C／1000人・km  
（資料）京都市環境局配布資料   
表Ⅲ－1－6  
交通事故発生件数（京都市）  
40  50  
年   発生件数  死亡   負傷   
1970年   17．579   182  23．970   
1975年   10，814   114  14．105   
1979年   10，954   111  13．886   
1985年   12，219   92  15，252   
1990年   10．815   122  13，528   
1995年   11．404   107  14，008   
1999年   11．901   70  14，357   
（資料）『数字で見る自動車』、『京都市統計書』  


















































1）社団法人京都市観光協会『京都観光30年の歩み皿   
1991年、京都市交通局・京阪電鉄・阪急電鉄・近   
鉄グループ・京福電鉄各ホームページ参照。   
2）京都市交通局へのアンケートより。   
3）京都市交通局のホームページより。   
4）京都市交通局へのアンケートより。   
5）エムケイでのヒアリングより。   
6）同上。   
7）『京都市観光調査年季鮎より。   
8）京都市環塊局肇料より。   
9）エムケイ株式会社『京都市の新交通体系』より。  
10）同上。   










述べてみたい。   

































台（都心部地区約2，300台 京都駅地区約400台）を  
官民の適切な役割分担のもとに駐車場施設の整備を行  






















収容台数（旨動牽）  収容台数（バス）   
鴨東   131   0   
岡崎公園   506   28   
八粂ロ   208   0   
二条城   216   30   
先斗町   63   0   
四条烏丸   358   0   
円山   134   0   
清水坂   64   55   
銀閣寺   40   12   
嵐山   105   37   
出町  159   0   














①行政（京都市）主体の交通政策～嵐山交通社会実験   























































表皿－2－3 パーク＆ライドを利用してみた印象  
i露訳肢   回答数   割合   
（1）とても良かった   484   54，70，i   
（aまあまあ良かった   345   40．70，i   
ぽ〉どちらともいえない   30   3．50％   
仏）良くなかった   ヰ  0＿50％   
（労わからない   5   0．60％   
合計   848   1∝粍   
（資料）前表と同じ   
表Ⅱ－2－4またパーク＆ライドを利用してみたいか  
89．30，i   
1．30，i   
巨∃；¶＝；ヨ  回答数  割合  （1）利用する  758    （か利用しない  皿    ロ）わからない  80  9▲40％  合計  8ヰ9  1（X）ヽ  （資料）前表と同じ   
表Ⅱ－2－2 嵐山地区内への交通手段  
選択肢   2001年  2002年   
n）JR   184   16％   165   21．50％   
465   40．50％   272   35．40％   
98   8．50％   126   16．40％   
函）路線バス   56   4．90％   27   3．50％   
（1）一向）合計   803   69．90％   590   76．80，も   
6）トロッコ   ‖   1．00％   13   1．7仁l％   
佑）自動車   145   12．60％   54   7．00％   
ロ）観光バス  85  7．40％  68  8．80％   
（粉タクシー   28   2．40％   7   0．90％   
（部その他   76   6．60％   37   4．80％   
合計   1148   川0％   769   100％   
（資料）第10回嵐山交、  通対策研究会『平成14年度交通社会   実験の繹果概要について』   
26   
表Ⅲ－2－5 嵐山交通実験における駐車場の利用状況  
（）内は他府県ナンバー  
2003／‖／16  2003／11／17   
地区   収容台 数（台）  利用宴槽（台）  利用率（％）  収容台数（台）  利用案績（台）  利用率（％）   
JR丹波口駅周辺   158  106（91）  67．1（58）   561  189（166）   33．7（30）   
JR二条駅周辺   852   155（134）  18．2（15．7）   852  312（205）  36．6（24．り   
京福三条口駅周、   314   101（93）  32．2（29．6）   314  150（117）  47．8（37．3）   
三地区合計   1，324  362（318）  27．3（24）   1，727  651（488）  37．7（28．3）   




道路料金所   
で入手）  
34％  






































































































































































休日昼間12時間  歩道幅員  歩行者密度  
歩行者数（人）   （m）   （人／m）   
京都市／四条通  
（四条捕球町付近）   46．406   7   6．629   
大阪市／御堂筋  
（道頓堀格北付近）   43．359   3．942   
（資料）京のアジェンダ21『エコ交通フラン』   
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山＝    ■u   山   歩道 パス′タクシー専用車譲 歩逮  
■机辺■読田■■k㍗・二・■■■  山●‖  
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2）京都市『京都市交通事業白書 平成13年度』参   
。  
3）新交通管理システム協会   
http：／／wwv．utns．or．jp／japaneSe／index．htnl   
参照。  
4）1）と同じ。  




8）京のアジェンダ21フォーラム 『都心のエコ交   
通プラン』   
http：／／w珊」ica．抑C．Org／m戒1f／to5日n／参照。  
9）京都市交通政策課『京都市TDM施策総合計画   
（素案）』参照。  
31   































32   
【2］ 東山五条界隈における交通問題の現状  
①交通t調査からの考察  









調査日時：第1回11月9日（土） 午前10時30分  
～午後4時45分  









b結果と分析 まず、2回にわたる結果を図Ⅲ－3－  
2に示した。以下では、これをふまえながら調査時の  
様子を述べ、結果を分析していくことにする。  
園Ⅱ－3－2 東山五条交通量調査結果  
：i：ミ   
1）弟1回目結果  
01時間ごとの様子（北行琶）  
10時～ 全体として交通量が多く、夕クシーの畳も多  
く感じられた。  
11時～ 引き続き交通量が多い。また、歩行者が増加  
したため、横断歩道での混雑も目立つようになってき  
た。  
12時～ 路線バスの流れがやや改善された。お昼時の  
ためれ時間が経つにつれ歩行者が減少した。タクシ  
ーもその数が減りだした。  
1時～ 再び歩行者が増加。また、交通量も多くなっ  
たため交差点は混雑。全体的に辛が流れない状況とな  
っていた。  
2時～ 時間が経つにつれて車が流れる場面がみられ  
るようになってきた。  
3時～ 断続的に渋滞が発生していた。タクシーを待  
つ客の数が増加する場面もみられたが、その後は逆に  
タクシーが客待ちをする場面が目立った。  
4時～ 全体的にスムーズな交通となった。バスの乗  
客の数も減少していた。  
01時間ごとの樺子（南行き）  
10時ん まだ全体の交通が比較鱒スムーズであった。  
11時定 信号が青なのiこ革の滴れがスト少プしてしま  
う場面がみられた。また、清水寺から帰ってくる車は  
他府県ナンバーのものも多くなってきたこ  
12時～ 交差点が混雑してきたため、全体の交通量が  
減少してきた。また、ここで交通整理を行う人が現れ  
た。  
1時～ 車の流れがスムーズになってきたが、清水寺  
方面に左折する車線が混雑していた。  




3時～ 北行きを長』べで流担力囁くなづてきた。清水  
寺方面へ顔役苦甜羞凄め列が渋滞翫lき起こし  
しゾ． てい‘るようだマ．だゎ  
4時～二再び流れが良くなってきた。しかし、依然と  













4時～ 交差点の中が非常に混み合い、交通が麻痔し  
てしまっている状態。タクシーは依然として少ないま  
まであった。  
5時～ 清水寺方面へ向かう車の数が減少してきた。  
それに合わせ、車が流れる場面も断続的にみられる。  
また、ここでタクシーの数も増えはじめたd  




















2時～ さらに交通量が減少してきた。観光バスの数  
は一足に保たれているものの、タクシーの数は少ない  
ままである。タクシーを待つ人の姿も時折みられた。  
3時～ 歩行者が増えてきたようであった。渋滞は依  








































1時～ 交差点の中がかなり混み合ってきた。交差点  
















































5時～ 清水寺へ向かう車の数は減少してきた。しか  
し、断続的に車の流れが悪くなるため、交差点を通過  
する車の数は少ないままで推移している。  
6時～ 再び清水寺へ向かう車が増加した。そのため  
か、流れは一日の中で最も悪くなってしまった。しか  
し、時間が経つと急に流れる場面もあった。  






































人数   ％   
清水寺周辺   72   42．4   
高大寺周辺   19．4   
東山通西側   48   28．2   
無回答   17   10．0   
サンプル数   170   100．0   
人数   ％   
男性   92   54．1   
女性   78   45．9   
サンプル数   170   100．0   ②アンケート回答者の職業  
人数   ％   
学生   4   2．4   
パート・アルバイト   1．8   
会社員   17   10   
公務員   3   1．8   
事業経営者   65   38．2   
専業主婦   25   14．7   
無職   21．2   
その他   14   8．2   
無回答   1．8   
サンプル数   170   10D．0  
⑳アンケート回答者の年柑  
人数   ％   
20代未満   0   0   
20代   8   4，7   
30代   12   7．1   
40代   20   11．8   
50代   35   20．6   
60代以上   94   55．3   
無回答   0．6   




















遠くまで出かけるときはバスや車を、買い物など近く   
18957   国勢調査  人数  ％  男性    42．3  女性  25856  57．7  合計  44813  100．0   
②東山地域住民の年朋  
国勢調査   人数   ％   
20代未満   6819   15．2   
20代   7967   17．8   
30代   4545   10．1   
40代   4394   9．8   
50代   6632   14．8   
60代以上   14442   32．2   
不詳   14   0   
合計   44813   100．0   
（資料）平成12年度国勢調査結果  
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人数   ％   
土産物屋   10   15．4   
土産物屋以外の小売店   12   18．5   
飲食業   23．1   
その他   25   38．5   
無回答   3   4．6   
サンプル数   65   100   
タクシー   
従業員   回答数   ％   
5人夫満   45   69．2   
5～10人   9   13．8   
11人以上   4   6．2   
無回答   7   10．8   





















を比較しても大きな差はないと思われるのである。   















人数   ％   
あり   71   41．8   
なし   56．5   
無回答   1．8   
合計   170   100．0   
自転車  
②地域住居の観光場所く上位2つまで＞  
人数   ％   
御所周辺   
清水寺周辺   46   38．3   
銀閣寺周辺   16   13．3   
金閣寺周辺   2   1．7   
嵯峨嵐山周辺   21   17．5   
大原周辺   7   5．8   
伏見周辺   2   1．7   
その他   20   16．7   
合計  120   100．0   
②従業地・通学他による15歳臥上自宅外就業者・通学  
者数（n＝36986）  
図Ⅲ－3－6 東山住民が観光時に利用する交通手段  
（n＝71）   



























①回答者カテゴリ十別での現在の観光客数に対する夜   
■  
人数   ％   
非常に多い   24．1   
多い   34．7   
ちょうど良い   37   21．8   
少ない   31   18．2  
無回答   2   1．2   
サンプル数   170   100．0  
観光産業朗係者  非観光産業関係者   
非常に多い   5（13．9）   36（26．9）   
多い   7（19．4）   52（38．8）   
ちょうど良  
11（30．6）   
い  
26（19．4）   
少ない   13（36．1）   18（13．4）   
無回答   0（0）   2（1．5）   
サンプル数   36（10鴫）   134（10哨）   
人数   ％   
増えてほしい   63   37．1   
このままで良い   63   37．1   
減ってほしい   40   23．5   
無回答   4   2．4   
サンプル数   170   100．0  
◎回答者カテゴリ，一別で申今後の観光客数の推移に対  
















観光牽等閑搾者  非観光産業関係者   
増えて  
23（由．9）   亜（29．9）   
ほしい  
このままで  
10（27．即   
良い  
53（39．6）   
減って  
3（8．3）   37（27．6）   
ほしい  
無回答   0（0）   4（3）   














図Ⅲ－3－9 数年前と比較した現在の東山地域にお  
ける交通状況  ①パークアンドライドの潔郊度  
人数   ％   
知っている   105   61．8   
聞いたことはある   41   24．1   
知らない   18   10．6   
無回答   3．5   








人数   ％   
知っている   44   25．9   
聞いたことはある   44   25．9   
知らない   74   43．5   
無回答   8   4．7   
サンプル数   170   100  























⑳臣民が希望する交通システム   
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表Ⅲ－3－9  






東山の交通  観光産業関係者   者   
悪くなった   22（61．1）   96（71．6）   
変わらない   10（27．8）   26（19．4）   
良くなった   1（2．8）   3（2．2）   
わからない   2（5．6）   5（3．7）   
無回答   1（2．8）   4（3）   
サンプル数   36（100X）   134（10鴫）   
⑳回答者カテゴリー別の東山地域での交通規制実施に  
対する見解  ⑳今後の京都の交通に対する考え  
交通規制   観光産業関係者  非観光産業関係者   
賛成   23（63．9）   105（78．4）   
反対   7（19．4）   11（8．Z）   
どちらでも  
5（14．7）   15（11．2）   
良い  
無回答   1（2．8）   3（2．2）   
サンプル数   36（10鴫）   134（10鴫）   
■良くなる   
E変わらない   
口悪くなる   
















0％  20㌔  40㌔  60㌔  80㌔  
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的であった。   








































とである程度防げるのではないだろうか。また、そう   
表Ⅲ－3－10  
①東山への訪問理由  
人数  ％  観光  15  75  観光以外  田  25  サンプル数  20  100   
②パークアンドライドの潔知度  
人数  ％  知っている  2  10  聞いたことはある  田  25  知らない  四  65   
⑳当日（11／17）行われていた且山でのP組実験の承知  
度  
人数  ％  知っている  2  10  知らない  18  90   
（資料）独自の街頭アンケート結果  
⑳駐車場調査からの考察  



























































































考えられる。   
今回の調査を通じて、以上のような点が明らかとな  
った。こうした事実をふまえ、次項ではそのための解  
44   
⑳提案  




















に導入することは難しくないはずである。   
このように、情報発信によって渋滞を緩和すること  
は、比較的可能性の高い方法ではないかと思われる。  





























































































































































































47   
Ⅳ 財政から考える京都再生  
1帝 京都市の財政の現状  
まず、京都市の財政の現状と他都市との比較につい  
て見ていこうと思う。  





で、歳入の不足分を何とか補っているのである。   
表Ⅳ－1－1決算鎮の状況（一般会計）  
（単位：百万円）  


























歳入総額  歳出総領  形式支出  美質収支  単年度収支  
748．403  738．383  
2000年虔  710．487  697．532  
（資料）京都市理財局『京都市財政のあらまし』各  
年版（1節の表はすべて同書による）  







②歳出 歳出決算を見ていくと、公債費を除く各経費  
が減少。歳出決算全体では2年連続で前年度を下回る  
こととなった。  





京都  他都市平均l札幌   仙台  千葉  川崎  横浜  名古屋  大阪  神戸  広島  北九州  福岡   
自主財源比率  52．4％   59．4判 51．0％   58．1％  62．7％  64．4％  65．7％  65．2％  62．4％  58．0％  53．9％  45．0％  54．3％   
その他   47．6％   40．6  149．0％  41．9％  37．3％  35．6％  34．3％  3ヰ．3＼  37．6％  42．帆  46．1％  55．0＼  45．7％   
48   
表Ⅳ－1－4 京都市と全国市町村などの税収入の推移  
（1997年を100とした指数）  
1997年  1998年  1999年  2000年  2001年  2002年   
京都市   100   99．2   95．5   92．6   93．1   88．4   
市町村などの全国統計t   100   99．2   96．7   96．7   98．3   94．8   
表Ⅳ－1－5 市民一人当りの市税収入（2080年）  
￥68，877   ￥79，882   




























市の中では、最も高い（表Ⅳ－1－8参照）。   
aとbより京都市は独自に新しい仕事を進めるゆと  































図Ⅳ－2－1 観光客数・餞光消費額の推移  
4訓）  
42WO 
















































ている。   
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a観光宣伝および誘致 京都市が「5000万人観光都市」   
表Ⅳ－2－1観光標繊の棚状況  
種別   内容   内訳   年度末現在   
名所説明立札  史跡、主要社  修理等7  432本  
寺、名勝地の  増1   うち  
由緒、沿革、  減0   和英（98）  
みどころを説  和英韓中（8）   
明した立札  
観光案内図  道路、主要観  修理等24  175基  
光対象施設、  増48   うち  
地形などを図  減0   和英（30）  
示した色彩図  和 英 韓 中  
版  （143）   
案内標識  名勝地、主要  修理等1  172本  
観光対■象施設  増20   うち  
等の方向を示  減1   和英（89）  
した標識  和英韓中（31）  
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53   
にきているのである。つまり彼らは観光客ではない。  
そこに課税するということは、宗教の自由を侵害する  






















































4節 小括  




























圧迫することはないであろう。   
ここでは、この古都保存税の実現可能性と妥当性の  































うなものであるのかについて考えていきたいと思う。   
課税対象として考えられるものは、やはり観光関連  
業種であろう。また京都市について考えるとき、前述  












周辺住民の不満は非常に高いものと言えるだろうq   
このように、ある特定の限られた地区に集中的に観  
光客が訪れてしまうことは京都という土地が持つ文化  































































































































































1）ロードプライシング‥・交通が混雑する都心部など   
に乗り入れる牢に特別に料金を課し、混雑緩和や排   
気ガス対策を図ろうとすろ政策。（三省堂『デイリー   
新語辞典』より）  
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第2部 「市町村合併」考   

Ⅰ 総 論  









































































61   
ずか3，000人の超過疎山間僻地のまち山梨県早川町は  
町独自の地域づくり計画と行財政改革による非合併の  
























































1）室井力編『現代自治体再編論』 日本評論社  
2002年 249～258ページ参照。   
2）同上 248ページ参照。   
3）独自のアンケート調査による。詳細はⅠトⅢ章  
を参照。  









































ながら市町村合併推進に関与していく。   
2000年12月には自治体再編の目標を全国で1，000  













さ上   
1）川瀬憲子 『市町村合併と自治体の財政』自治  
体研究社 2001年17ページ参照。  





































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9101112131415  




（資料）川瀬憲子『前掲書』66ページ。   
G4  






















































⑧迎附ヒ・高齢化が進行する地域の権能維持 人口減  
少や高齢化の進行により、将来的に行財政運営が困難   
5節 食併のメリット・デメリット  
前節までで述べてきたように、現在、全国で市町村  




































地域振興基金を活用した事業の展開が課題となる。   
［3］合併の鼠型ごとのメリットデメリットa）  


































































































が十分に現れにくくなることなどの課題を乗り越え   







調査会研究調査報告書』   
2）同上、17・18ページ参照。   
3）同上、21′、ノ23ぺTジ参照。   
6節 合併の方式1）  
『市町村行財政研究  


















1）『広報ふるかわ』 2001年5月号 6ページ参  
照。   






［1］ 合併に対する京都府の基本的な妻勢  
少子高齢化の急速な進行などの環境の変化への的  
確・迅速な対応が求められ、保健福祉をはじめとする  


























































での支援をしている1）。  注  
1）京都府市町村行政改革支援会議ホームページ  
（http：／／vww．pref．kyoto．jp／tiho／）参照。   






まず何よりもグローバル経済の下にあって他の国・地   






































69   
Ⅱ 京都府北部：宮津・与謝地域  










［1］ 宮津・与謝地域1市4町の特徽  























［2］ 兢計に見る宮津・与謝地域の現状  
①人口 表ⅠⅠ－1－1を見ればわかるように、野田川  
町を除けば、この10年で、軒並み人口を減らしている。  
表Ⅱ－1－1宮津・与謝地域の人口  
項目＼市町  宮津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田川町  計   府内比較   
2000年人口  23．276   7．867   6．648   3，112   11．078  51．981   
年少人口比率（％）   13．9   15．3   16．1   13．5   17   15．1  府平均13．6  
生産年齢人口比率（％）   57．7   58．6   60．9   49．2   59．1   58 府平均68．4  
老年人口比率（％）   28．3   26．1   23  37．3   24   26．9  府平均17．4   
1990年人口  26，450  8．416   6．950  3．586   11．005  56．407  
人口増加率（％）（対1990年）  －12   －6．5   －4．3   －13．2   0．7   －7．8  府全体1．6   
（資料）総務省『2∝旧年国勢調査』より作成。  
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表Ⅱ－1－2 産業株造就業人口比率と市町村内総生産  
項目＼市町  草津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田川町  計  府内比較   
産業分類別就業人口比率  
1次産業従業者比率（％）   11．2   8．6   3．0   29．7   3．8  9．3  府平均え7  
2次産業従業者比率（％）   27．5   52．3   5 ．3   26．2   56．6  40．8  府平均28．8  
3次産業従業者比率（％）   61．3   39．1   43．8   44．1   39．5  49．9  府平均66．6   
市町村内総生産（億円）  815   186   211   79 290  1．581  
1人当たり市町村民所得（千円）  2，580  1．837  2．325  1，539   1，971  2．243  
（資料）総務省『2∝氾年国勢調査』より作成。  
・宮津市・岩滝町では、中学校  
・加悦町・野田川町・岩滝町では、火葬場、し尿の処   
理施設  
・加悦町・野田川町では、学校給食  


































1）市町村行財政研究調査会『研 究調査報告書 市  
町村の組合せ試案に関する基礎データと結びつ  
き分析』2001年2月。  





















































































e合併直後の臨時的経費にかかる財政措置 合併後5  
年間にわたって通常の普通交付税に上乗せされ、5年  
間合計で6．3億円が見込まれている。  
d特別交付税 合併年度、またはその翌年度から3年  
間にわたって包括的に措置され、3年間合計で7．7億  
円が見込まれている。  
e国庫補助金 合併市町村補助金として合併年度から  
3年間、計5．4億円が交付される。また合併準備補助  
金として5団体に各500万円、計2，500万円の補助金  
が交付される（各団体1回に限る）。   
3符 合併によるメリット・デメリット  



















備も図れる、としている。   
歳入歳出合計額 （単位：万円）   
年度  宮津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田川町   計  
2001  29．561   1．433   26．370   7，338   8，178   72，880   
2∝12  41，979   4．765   25．203   9．947   9．414   91，308   
2∝）3  33，312   1，724   21．902   8，152   7．846   72．936   
2∝叫  －13，312  －17．112   9．160  －3．180  －14．545  －39，683   
2（氾5   152  －15．590   8．21（；  －3．233  －10．385  －20，839   
2008   1．079  －17．112   1．538  －1．641  －14．890  －31，027   
2011   416  －19，199   －4．485  －1，106  －18．675  －43．ひ18   
草014  －7．8∝）  －28．807  －11．637  －4，292  、－27，糾2  －79．577   
2017  －5．987  －39．∝旧  －19，396  －8，303  －37，024  －107，610   
530  －9，618  －4t；．989  －160．211   
2023  －32．331  －59．335  －40，508  －11，409  －55．566  －199．149   
2024  －33．970  －82．040  －43，670  －11．朗4  －58．351  －209．675   
（資料）宮津市『市町村合併を考えるために』2∞2年より作成。  
表Ⅱ－3－2 合併した場合のシミュレーション（合併時期：2（D5年3月31日を想定）  
（単位：万円）  
年度  歳入合計額  歳出合計額   歳入歳出   財政調整基金  減債基金  特定目的基金  合併特例基金  基金残高計   差引額  
2004  2．638，999  2，678，966   －39．9ti7   490．014  89．719   271，768   0   851．5（氾   
2005  2．860，241   2こ659，613   2（氾．628   690，642  89，719   271．768   32．000   1．084．128   
2008  2．782，742  2．596」49   186．593   1，251．375  89，719   271，768   128こ000   1，740，861   
2011  2．770．316  2．562，7（i2   207．554 1．850，438  89，719   271，768  224．∝氾   2，435．924   
2014  2．8∝I．5ヰl  2．58乙614   217．930   2．5（氾， 08  89，719   271．768   320．∝氾   3，182，195   
2017  2．583．567  2．543．69γ   39，870   2．703，667  89．719   271．768   320．α氾   3．385，153   
2020  2．508，698  2，569．（氾9   －60．312   2．605，204  89．719   271．768   320．∝氾   3．286，690   
2023  2．503，997  2．588，858   －84．8（；1   2．3（S3，580  89，719   271．7t；8  320．0（氾   3．045，067   
2024  2．499，793  2，589，054   ー89．2t；1   2．274．319  89，719   271．768   320．0α：I   2．955．806   
（資料）宮津市『市町村合併を考えるために』2002年より作成。  
表Ⅱ－3－3現状と類似団体との比較  
宮津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田川町   計  類似団体   
議員条例定数   21   16   14   18   83   30G）   
一般行政職員数a）   228   86   64   53   96   527   348   
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表Ⅱ－3－4各市町の社会基盤の現状（2（氾1年3月末時点）  
宮津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田川町   計   
市町遷延長（m）   254．109  89，699  36．864  62，103   65，254  508，029  
改良率（％）   42   66   49  63   50   
都市公園面積（ポ）8）   596．875  85．566  39．790  722．231   
し尿衛生処理率（叫   99   98   85   96   97   
下水道等普及率（％）   35   0   63   3   4j  
ごみ収集率（％）   99   93   100   99   99  
a）府立公園を含む  




























2002年 より作成。  
環境・開発・産業・介護保険財政など、広域的な展開  
による効率化のメリットが得られるものと、対人サー  
ビスなど狭域的な方が好ましいものとがある。しかし   
合併した場合には、仮に広域的なサービスの提供が新   
たに可能になったとしても、狭域的でなければ実現で  
きないきめ細やかなサービスは切り捨てられることに   
なる。また中心部のみにサービスが集中し、周辺部の   
サービスは量・質ともに低下する可能性が大きい。合   
併をしない場合には、狭域的で良質なサービスを充実  
させつつ、小さな自治体同士をネらトワークで結ぶこ  
とによって広域的なサービスによるメリットをも享受   
する、という道が残されている。「小さな自治体でもで   
きること」ではなく、「小さな自治体だからこそできる   
こと」が数多く存在する、ということを忘れてはならな  
いのではないのではないだろうか。  
8社会基盤 各市町の社会基盤の現状を整理した表ⅠⅠ   
－3－4を見ると、特に市町道改良率と下水道等普及   
率において各市町で大きな格差が見られる。合併して   
効率性のみを追求した行財政投資が行われれIま、軋ら、   
部だけが発展して周辺部が取り残され、その格差がさ  
らに拡大する可能性が高い。合併によって一体的整備   
の推進が図られ、道路整備のネットワーク化、処理施   
設の一元化による効率化が可能になる、と謳われてい   
るが、これらは既存の組合などによる広域行堺を充実   
させることでも十分可能である。それが難しいのは各   
地域の地域エゴが存在するからであり、形式的に合併  
したところでそのようなエゴがなくなるわけではない。   
合併によって周辺部となってしまう地域の生活路線に   
かかる改良、維持修繕が図られたくくなるというデメ   
リットを考えるべきである。  
［2］ 公共サービスの質的・量的変化   
自治体が住民に提供する公共サービスには、一般に  









































表Ⅱ－3－5 各市町の福祉・保健の現状  
宮津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田Jll町  計   
障害者手帳交付者数   1．528   502   327   283   678  3．318   
国民健康保険加入割合（世帯）％   58   66   59   61   64   61   
老人保健医療受給者数   5．016   1，534   1．119   874  1．955  10．498   
一人当たり年金医療費（円）   547．799  519．558  509，984  501，968  500．169  
老人福祉施設数a）   9   2   2   3   2   18   
収容定数   361   123   75   290   73   922   
介護保険要介護認定者数  872   270   185   185   327  1．839   
在宅サービス割合（％）   42   35   37   33   38  
医療機関数b）   32  9   了   3   10  
総合病院  
医科・歯科診療所   31   9   8   3   10  
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訝「  
表Ⅱ－3－6保育所、幼稚園、小ヰ学校数と定員率など（2001年3月未時点）  
宮津市  加悦町  岩滝町  伊根町  野田川町  計   
保育所箇所教   8   3   5   4   21   
定員率（％）   35   128   56   50   55   59   
幼稚園箇所数   4   7   
定員率（％）   131   30   61  31   74   
小学校数   3   3   5   23   
児童数   1，329   460   451   79   802  3，221   
中学校数   5   2   10   
生徒数   601   289   357   104   357  1，708   
公会堂・会館数   3  4   
収容定員   1．566  426  1，992   
公民館数   12   7   2   43   
図書館・博物館数   2  2  4   

































していくことが必要である。   









を分析しなくては実現し得ない。   
現在、宮津市では観光事業の不振、岩滝・野田川・  




























































表Ⅱ一5－1   
ヽますか  
通勤、通学や買い物などが便利で住みやすいまち  19．3％  
子どもから高齢者まで安心して暮らせるまち  60．1％  
学習やスポーツの盛んなまち  
行事やイベントの活発な楽しいまち  6．0％  
観光が盛んで、にぎわいのあるまち  13．0％  
働く場が多く、若者が定住できるまち  85．4％  
自然と調和した農林漁業のさかんなまち  11．6％  
住民が主体的にまちづくりに参画できるまち  15．7％  
その他  2．5％  



















1）宮津市『市町村合併を考えるために』2002年 参  
。   
2）同上。   
4符 合併に対する議会の考え   




























表Ⅱ－5－2 合併による効果への期待と心配  
地域経済への期待  
観光の連携が浄化される   45．9％  
地域のイメージアップと活力   38．7％  
若者の定着や職場の確保   35．6％  
企業誘致の推進   30．2％   
教育文化への期待  
地域の交流や新たな連帯意識   42．6％  
施設の広域的な利用   42．2％  
新しい市民文化の創造   29．5％   




























⑳合併への心配 「行政サービスの低下」が51．1％、  
「公共料金や税負担の増加」が47．3％、「周辺部が取  
議会続責の節減   60．3％  
行政経費の節減   45．9％  
福祉サービスの安定的な提供   33．2％   行政サービ への期待
合併への心配  
行政サービスの低下   51．1％  
公共料金や税負担の増加   47．3％  
周辺部が取り残される   44．8％  
公共施設の統廃合による利便性の低下  29．9％  
















































1）宮津市・加悦町・岩滝町・伊根町・野田川町合   
併協議会『合併協議会だより第4号』2003年2   
月 参照。  
2）京都府自治体問題研究所市町村合併問題研究会   
『丹後地域の合併問題を考える』2002年9月   
21ページ参照。  
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とを検証し、合併問題を考察する。   









モノ・文化の往来が活発に行われていた。   
郡の東西は様々な点で異なる。西北部の低平地、西  
町村＼年   1980  1985  19閲  19  2∝氾   
木津町   16．甲9  16．与08  23，283  26，560  33二6糾   
精華岨   15．334  16．095  17，519  草2β91  26，359   
山城町   9，41軍  乳494  9．319  9，210  9，122   
加鱒町   8．970  13．759  1（享，950  16．6¢6  1（；，∝仲   
笠置町   2．506  2．429  2．311  2，223  2．069   
和束町   6，280  6，333  6．079  5I921  5，ヰ5了   
南山城村   3．396  3．701  3こ890  4．OZ4  3i7糾   
合計   81．957  68．319  79，331  寧7，295  96．479   
（資料）『京都府の人口』平成12年国勢調査（要計表による人口）  
表Ⅱ－1－1人口・面♯・産耕造  
面積（krポ）  人口（人）  高齢者比率（％）  産耕造就業人口比率（％）  
第1次   第2次   第3次   
木津町   23．62   3ヰ．670   12．2   4．9   24．5   70．6   
精華町   2・86   31．263   12．8   5．2   27．3   67．5   
山城如   24．53   9，165   21．2   10．5   31．2   57．7   
加茂町   36．97   1¢．251   17．3   ．0   25．7   65．3   
笠置町   23．57   2，080   27．7   12．5   34．8   甲っ4   
和束町   6ヰ．87   5．599   25．7   26．5   26．4   iラ．i   
南山城村   64．21   3．887   25．8   24．3   22．2   53．弓   
相楽郡全体（合計または平均）   283．43   102．915   15．5   8．3   26．4   65．3   
（資料）寿都府南部地域行政改革推進会諸相楽地域分料金『相楽地域分科会報告暮』2002年5月  
相楽郡任意合併協議会『相楽郡の町村合併を考える』2002年9月  
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の村であり、文化芸術活動や生涯学習を推進している。   
こうした異なる特徴を持つ7町村が、合併に向けて  
動いた。2節ではその動きを詳細に述べる。  













































すものとする。   
2）以下、『相楽郡広域事務組合設立20周年記念誌  
相楽』、『相楽郡の町村合併を考える』参照。  




3月 市町村行財政研究調査会が「これからの市町村  
のあり方について」として合併の組み合わせ試  
案を発表（府・市長会・町村会）  
8月 京都南部地域行政改革推進会議（17市町村）  
（地方振興局単位での地域分科会の設置）  
2002年  
6月 任意合併協議会の設立の検討  
7月 相楽郡任意合併協議会設立、以後月1回のベー  
スで協議会を開催する（11月は2回実施）  
10月 7町村で住民懇談会が行われる（～12月）  
11月 住民意識調査の実施、中間報告  



































び「相楽郡任意合併協議会だより」を参照。   
2）以下、，各町村への独自のアンケート調査による。   
3）第6回相楽郡任意合併協議会時に配布の資料を  
参照。   
4）第7同相楽郡任意合併協議今時に配布の資料を  
参照。  















































1）以下、相楽郡任意合併協議会のホームページ   
（http：／／gappei．souraku－kyoto．or．jp／）および   
『相楽郡任意合併協議会だより』を参照。   
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①木津町 広域的なまちづくりや、スケールメリット  
を生かした高度な行政サービスの提供などが考えられ  
る。  
◎精華町 今後の人口の増加を考慮すると行政規模の  
拡大が必要であることから、相楽郡全体で考えるメリ  
ットと同様であると考えられる。  
③山城町 回答なし  












⑥和束町 回答なし  




（砂山城町 回答なし  









⑥和束町 回答なし  
























①木津町 行財政基盤や行政サービスなどが低下する  
懸念がある。  





1）以下、相楽郡内の各町村の合併問題担当者に対   
して実施した電子メールによる独自のアンケート  
調査結果の結果などに記述された各町村の回答と  














































































議会で正式に協議会を解散することが決まった。   
86  
6飾 合附こ対する各町村の住民の考え   
［1］住民の動き1）  
2001年  
12月 合併問題を考える講演会（京都自治労連相楽地  
域協会）  
2002年  
2月 相楽の合併を考えるシンポジウム（合併問題を   
考える住民会議）  
3月 精華町今併問題を考える会討論集会（以後8回  
開催）  
7月 町村合併相楽郡民集会（ふるさと相楽21）  
9月 町村合併を考えるつどい（さわやかな加茂町）  
10月 町長へ合併問題で公開質問状（和束の会）  
11月 合併問題討論集会、町長へ7町村合併で公開質  
問状（精華の考える会）  
12月 町村合併相楽郡のつどい（ふるさと相楽21）  
7町村合併の是非を考える住民のつどい  



























































①木津吋 賛成意見は、「住みやすいまちづくりのため  
に合併を」、「車社会からはじき出された人を考えれば  
合併は重要」、「貴重な自然を共有できる」というもの  























































































間4 将来のまちづくりにおいても引き続き重点的に  
取り組む必要があると思われるもの（3つ以内  















間5 相楽耶任意合併協議会での広槻「協議会だよ  
り」の発行やホームページの公開などを知って  


















































向3将来のまちづくりに必要であると思われるもの   
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間8 賛成の理由（3つ以内で選択）   
ここでは項目とその項目の選択が多かった町村を挙  
げ、その理由について考察する。   
まず、「現在より行政サービスが向上すると思うか  















1）7町村合併の是非を考える住民のつどいの配布   
資料を参照。  










































7節 任意合併協議会の状況   

















節で述べたような経過をたどり、解散した。   








































































1）以下、第5～7回任意合併協議会での各委員の   
発言を協議会時に配布の資料および傍聴した記   
録をもとに構成した。  
8節 まとめ  
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エゴならば、考え方を変えれば、貧しい自治体が「裕  
福な自治体と合併してよりよいサービスを受けたい」  























































3）第5回および第6回相楽郡任意合併協議会の精   
華町長の発言による。  
4）精華町 『精華町市町村合併住民意識アンケー   
ト結果報告書』 2∞2年12月 参照。  
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と言うことができる。   
では、合併することによって期待される影響はどん  
なものがあるだろうか。メリットとしては、  
・今までの市町村境界という粋がなくなり、広域な生   
活圏となり生活が利便になる  
・より高い行政水準を持つ自治体のサービスに合わせ   
るので行政サヤビスが高度化・多様化する  
・議員や各種の委員会、審議会の委員の数が減り、経   
費を削減できる  
・役所などの職員が多くなる中で職員同士の競争が促   
され、意識的にも能力的にも向上し、様々な行政分   
野において優秀な職員が配置され、行政全体として   
レベル・アップする  
・公共施設の利用・道路網整備やネットワークづくり   
を円滑に進める土とができる  
などといったことが挙げられる。   
しかしその一方で、デメリットとしては、  




・役所が遠くなったりすることで中心部と周辺部の地   
域間格差が生まれ、過疎化がさらに進行する  
・その地域の歴史や伝統文化が消えたり、慣れ親しん   
だ地名がなくなったりすることで今までの住民の連   
帯感が薄まる  
・議員数や役所数の減少により、地域住民の声が行政   
に反映される機会が少なくなってしまう   
1節 「平成の大合併」と自治体の対応   
















・合併後の特例措置期限が過ぎてからの財政運営が厳   
しくなる  
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ちづくりを進めていく方がいい、と町は考えた切であ  















「しこり」は未だに解消されていない。   
以上のような理由から、矢祭町は早々と「合併しな  
い宣言」をしたのである。  






































・1994年から海外の文化・教育・生活に実際に触れる   
ことで国際的な感覚を身につけるために、矢祭中学   
校の中学3年生全貞を対象とした海外派遣研修を実   
施している。  
・オーストラリアのロックデイル市と姉妹都市提携を   
結び、文化・スポーツ・教育などの様々な分野で交   
流を進めている。  
・町独自の事業として、外国から国際交流員を招致し   
て、町貞の語学力を向上させるための英会話教室を   
開き、日常生活を共にしながら交流を図っている。  
・矢祭中学校に英語指導助手を招いて語学指導を行っ   
ている。中学生は生の英語に触れることができ、中   
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ったように国の姿勢に対する怒りともとれる意見も挙  





































































































































































































②財政面・行政面における考察 ここではこれまでに  
述べた篠山市における事例をもとに、合併の効果につ  
いて行財政両面からの検討を行う。  












1）『高山市の市町村合併』参照。   
2）相楽郡任意合併協議会ホームページ参照。   
3）『平成14年度版 飛騨古川視察資料』参照。   
4）白川村ホームページ参照。   
5）根本良一・石井一男編著『合併しない宣言の町・  
矢祭』自治体研究社 2000年 参照。   
6）http：／／YVY．tnainichi．co．jpおよび「朝日新聞  
2003年2月24日付」参照。   
7）『合併の視察調査』ホームページ参照。  
2節 合併で地域再生はなきれるのか？  








①篠山市の事例 合併に至った経緯と合併後の篠山市  
の姿の2点に分けて述べていく。  





























































































































































































































































































8）室井力編『前掲書』 97ページ参照。  
9）野田川町役場総務課長 吉田仲吾さんへのヒア   
リングによる。  
10）室井力編『前掲書』155ページ参照。  
11）重森暁 関西自治体問題研究会『前掲書』50  
ページ参照。  
12）室井力編『前掲書』 亜ページ参照。  
13）同上 柑2ページ掲載 西尾勝氏のコメント参  
照。  
14）精華町総務部企画調整課 安岡 誠さんへの  
ヒアリング調査による。  
15）高橋彦芳・岡田知弘著『自立をめざす村－→人   
一人が輝く暮らしへの提案（長野県栄村）』自治   
体研究社 2002年 参照。   
注  
1）重森暁 関西自治体問題研究会『検証 市町村   
合併一合併で地域の明日は見えるか』自治体研   
究社 2002年 参照。  




5）http：／／Ⅵ軋SOl皿1．gO．jp／c－Zaisei／gaiyo．ht皿1   
参照。  
6）宮本憲一・小林昭・遠藤宏一編『セミナー現代   





総務省 『平成12年国勢調査報告』  
京都市 『京都市の経済』 2001年  
京都市観光協会 『第四次観光基本調査報告書』  
国土交通省 『観光白書』平成14年度版  
厚生労働省 『労働経済白書』平成14年版  
総務省 『事業所・企業統計調査』平成13年  
国土交通省 『観光白書』平成14年度版  
山上徹 『観光の京都論』 学文社 2002年  
社団法人京都市観光協会『京都観光30年の歩み』1991年  
岡田知弘「大都市における観光振興のあり方を考える⊥京都市を中心に－」（名古屋都市センタ   
ー『アーバン・アドバンス』第24号、2002年1  
京都市環境局 『がんばれ新世紀の公共交通』（パンフレット）  
京都市交通局ホームページ （http：／／YVY．City．kyoto．jp／kotsu／）  
京阪電鉄ホームページ （http：／／ww．keillan．CO．jp／）  
阪急電鉄ホームページ （http：／／Ⅵ用．h如．co．jp／．）  
近鉄グループホpムページ （http：／／vYY．kintetsu．co．jp／）  
京福電鉄ホームページ （http：／／YTVV．keifuku．jp／）  
エムケイ配布資料 『京都市の新交通体系』  
京都市 『京都市観光調査年報』  
京都市 『京都市統計書』  
京都市 『平成13年度京都市産業観光局事業概要』  
経済産業省、サービス経済化・雇用問題小委員会『サービス経済化の現状』  
国土交通省 『我が国における旅行消費の経済波及効果について』 2001年  
経済財政諮問会議 
査会緊急報告』  
京都市 『京都市の都市計画』  
京都市 『京都市交通事業白書 平成13年度』  
新交通管理システム協会ホームページ（http：／／vYY．uttnS．Or．jp／japaneSe／index．httnl）  
第10回嵐山交通対策研究会 『平成14年度交通社会実験の実施報告について』  
第10回嵐山交通対策研究会 『平成14年度交通社会実験の結果概要について』  
エムケイ株式会社 『京都市の新交通体系』  
京のアジェンダ21フォーラム 『都心のエコ交通プラン』   
（http：／／Y冊．jca．apc．org／皿a21f／toshin／）  
京都市交通政策課 『京都市TDM施策総合計画（素案）』  
京都市理財局 『京都市財政のあらまし』 各年版  
岡本仲之編 『観光学入門』 有斐閣 2001年  
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第2部   
室井力編 『現代自治体再編論』 日本評論社 2002年  




片柳勉 『市町村合併と都市地域構造』 古今書院 2002年  
中西啓之 『市町村合併』 自治体研究社 2002年  
稔務省 『平成12年国勢調査報告』  
宮津市 『市町村合併を考えるために』 2002年  
『宮津・与謝合併協議会だより』 2002年  
宮津市・加悦町・岩滝町・伊根町・野田川町合併協議会『合併協議会だより第4号』2003年  
京都自治体間麓研究所市町村合併問是研究余『丹後地域の合併問題を考える』2002年  
京都府市町村行政改革支援会議・京都府総務部地方課『考えてみようこれからの市町村合併の   
あり方』  
相楽郡広域事務組合『相楽郡広域事務組合設立20周年記念誌「相楽」』2001年  






京都府絶務部統計課『京都府の人口 平成12年国勢調査（要計表による人口）』2001年  
『高山市の市町村合併』  
相楽郡任意合併協議会ホームページ  
『平成14年度版 飛騨古川視察資料』  
白川村ホームページ  
根本良一・石井一男編著『合併しない宣言の町・矢祭』 自治体研究社 2000年  
毎E］新聞ホームページ（http：／／YYY．皿ainichi．co．jp）  
『合併の視察調査』ホームページ  
重森暁 関西自治体問題研究会『検証 市町村合併一合併で地域の明日は見えるか』自治体   
研究社 2002年  
宮本憲一り」、林昭・遠藤宏一編『セミナー現代地方財政』勤草書房 2000年  
絶務省ホームページ（http：／／YYY．SOum1．gO．jp／c－Zaisei／gaiyo．html）  
高橋彦芳・岡田知弘著『自立をめざす村一一人一人が輝く暮らしへの提案（長野県栄村）』自   
治体研究社 2002年  
市町村行財政研究調査会『市町村行財政研究調査会 研究調査報告書資料集』2001年  





























高橋 正樹（き回生）ⅠⅠ－1、2   
編集後記まで遅れてしまい…まずはそのお  
詫びを。   
初めての報告書は当初の意気込みからは大  






















大きく、あらためて交通問題の重要さを感じ   



















































足りている理由は、これまた通説に反して日   





































































の協力と信頼』が必要です。大学生活を通じ   





















































榊 祥麦（2回生）Ⅲ「2～5、¢［1］・  















（学年は執筆当時）   
吉永 祐介（2回生）Ⅳ－1［1］・［2］・  
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